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第２５回住民基本台帳ネットワークシステム調査委員会 

平成２７年４月１３日 

 

 

【内海専門官】  本日は、お忙しい中、お集まりいただきまして、まことにありがとう

ございます。 

 定刻より少し早いですけれども、おそろいでございますので、ただいまより、第２５回

住民基本台帳ネットワークシステム調査委員会を開催いたします。 

 開催に当たりまして、佐々木自治行政局長から一言ご挨拶をさせていただきます。 

【佐々木自治行政局長】  本日は、大変お忙しいところ、お集まりをいただきまして、

まことにありがとうございます。 

 今日は、住民基本台帳ネットワークをもとといたします社会保障・税番号制度の内容、

それから、住基ネットをめぐる最近の主な動きといったことを主な議題といたしまして、

調査委員会を開催させていただいております。また、今回、住基ネットシステムの運営を

担います地方共同法人の地方公共団体情報システム機構、これが設立されてから初めての

開催でございます。 

 いよいよ本年１０月に、いわゆるマイナンバー法が施行されまして、住民一人一人に個

人番号が付されます。また、年明けからは、個人番号利用が開始なり、個人番号カードの

交付も始まるわけでございます。現在、総務省におきましても、関係省庁と連携をしまし

て、この制度の円滑な導入に向けて取り組んでいるところでございます。 

 このマイナンバー制度、ご承知のとおり、住基ネットで使用されます住民票コードをも

とに個人番号を生成すると、こういうことになってございますので、住基ネットが重要な

基盤でございます。したがいまして、今後も住基ネットはさらに活用が進むことが見込ま

れまして、このセキュリティ対策等もさらに向上を目指して検討する必要があると考えて

いるところでございます。 

 本日は、安田座長をはじめ、先生方の忌憚のないご意見を頂戴できますようにお願い申

し上げます。私どもも、承りました意見をしっかりと踏まえまして、今後、検討を進めて

まいりたいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

【内海専門官】  続きまして、ご出席の委員の皆様をご紹介させていただきます。 

 東京電機大学大学院未来科学研究科特別専任教授の安田浩座長でございます。 
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【安田座長】  よろしくお願いします。 

【内海専門官】  東京大学大学院法学政治学研究科教授の宇賀克也座長代理でございま

す。 

【宇賀座長代理】  宇賀でございます。よろしくお願いします。 

【内海専門官】  全日本自治団体労働組合副中央執行委員長の荒金廣明委員でございま

す。 

【荒金委員】  荒金です。よろしくお願いします。 

【内海専門官】  静岡県立大学グローバル地域センター特任教授の小川和久委員でござ

います。 

【小川委員】  よろしくお願いいたします。 

【内海専門官】  東京工業大学像情報工学研究所准教授の小尾高史委員でございます。 

【小尾委員】  よろしくお願いします。 

【内海専門官】  三鷹市長の清原慶子委員でございます。 

【清原委員】  どうぞよろしくお願いいたします。 

【内海専門官】  サイバー大学ＩＴ総合学部教授の前川徹委員でございます。 

【前川委員】  よろしくお願いいたします。 

【内海専門官】  公認会計士の松尾明委員でございます。 

【松尾委員】  松尾でございます。よろしくお願いいたします。 

【内海専門官】  なお、東京海上日動火災保険株式会社常務取締役の五十嵐芳彦委員、

株式会社日本総合研究所法務部長の大谷和子委員、成城大学法学部教授の大橋真由美委員

におかれましては、本日ご欠席となっております。 

 次に、事務局のメンバーを紹介いたします。 

 先ほどご挨拶申し上げました佐々木自治行政局長でございます。 

【佐々木自治行政局長】  よろしくお願いいたします。 

【内海専門官】  時澤大臣官房審議官でございます。 

【時澤審議官】  時澤でございます。よろしくお願いいたします。 

【内海専門官】  篠原住民制度課長でございます。 

【篠原課長】  よろしくお願い申し上げます。 

【内海専門官】  上仮屋外国人住民基本台帳室長です。 

【上仮屋室長】  よろしくお願いします。 
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【内海専門官】  池田企画官でございます。 

【池田企画官】  池田でございます。よろしくお願いいたします。 

【内海専門官】  名越課長補佐でございます。 

【名越補佐】  名越でございます。よろしくお願いします。 

【内海専門官】  地方公共団体情報システム機構より、五十嵐住基ネット全国センター

長でございます。 

【五十嵐センター長】  よろしくお願いいたします。 

【内海専門官】  そして、私、本人確認情報保護専門官の内海でございます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 それでは、議題に入りたいと存じますので、ここからの進行を安田座長にお願いいたし

ます。 

 ご発言の際は、お手元にございます機器の緑色のスイッチを押すことでマイクを使用で

きますので、よろしくお願いいたします。 

【安田座長】  ありがとうございました。座長の安田です。 

 議題に入りたいと思いますが、まず、資料の取扱い、確認、それと、公開の問題につい

て確認をしたいと思いますので、事務局のほうから確認をお願いします。 

【内海専門官】  本日の資料でございますけれども、次第に配付資料の一覧ということ

でお示ししております資料の１から３まで、それから、参考資料を資料としてお配りして

おります。 

 資料の取扱いにつきましては、全て公表といたしております。また、議事録でございま

すが、皆様にご確認いただいた後、公表することとしておりますので、どうぞよろしくお

願いいたします。 

【安田座長】  ありがとうございました。 

 よろしいでしょうか、皆さん。そういうことで、それでは進めさせていただきます。 

 まず、議題表を見ていただきたいと思うんですけど、本日は、議題が１、２、それから、

報告がございます。議題は、住基ネット等をめぐる最近の状況について、議題２が、社会

保障・税番号制度導入に向けた準備について。この２つは関係しておりますので、両方ご

一緒にご説明をいただいて、その上で議論をさせていただくということにさせていただき

たいと思います。 

 それでは、それぞれの議題、資料のご説明をお願いします。 
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【篠原課長】  それでは、まず資料１に基づきまして、住基ネット等をめぐる最近の状

況についてご説明を申し上げます。 

 １ページお開きいただきますと、皆様ご承知のとおりのところでございますが、住民基

本台帳ネットワークシステムの全体像を書いてございます。ここにございますように、住

基ネットシステムは、住民基本台帳法に基づきまして、住民の利便の増進と国及び地方公

共団体の行政の合理化に資するために、住民票コードを検索キーといたしまして、各市町

村にございます住民基本台帳をネットワーク化いたしまして、全国共通の本人確認ができ

るシステムを構築したものでございます。 

 下をご覧いただきますと、市町村にある既存住基システム、こちらを都道府県のほうに

送りまして、また、都道府県は、都道府県サーバによりまして、地方公共団体情報システ

ム機構（Ｊ－ＬＩＳ）にこの本人確認情報を送信しているところでございます。また、こ

の本人確認情報を、国、地方公共団体の行政機関等へ提供しているわけでございますけれ

ども、この提供先と利用可能事務については、法律又は条例で限定をしているところでご

ざいます。こういう形で、住基ネットは、市町村と都道府県が連携して構築しているシス

テムと位置づけているものでございます。 

 １つございますのは、下にありますように、平成２６年１月、昨年１月から、４７都道

府県にございました都道府県サーバ、これを集約いたしまして、都道府県サーバ集約セン

ターということで、１カ所に設けているところでございます。ただ、機能的には、もちろ

ん、都道府県がその運用をしているという位置づけは変わらないところでございます。 

 次のページをご覧いただきますと、住基ネットの概要を書いてございます。平成１１年

８月に、住基法の改正によりまして、これが成立したわけでございますけれども、その３

年後の平成１４年８月に第１次稼働ということで、住民への住民票コードの通知を開始、

また、行政機関への本人確認情報の提供を始めたところでございます。その１年後に、第

２次稼働ということで、いわゆる住基カードの交付と住民票の写しの広域交付、転入転出

手続の簡素化を開始したところでございます。その後、その間も、さまざまな訴訟が全国

各地で提起されたわけでございますけれども、これも平成２０年３月に最高裁の合憲判決

が出されまして、最終的には、平成２３年５月、札幌訴訟の勝訴と、最高裁が確定いたし

まして、これで訴訟は全て終結したところでございます。 

 下をご覧いただきますと、この全体像を書いてございますが、住民の方のいろんな異動、

転出、死亡、転入、出生等の届出、こちらは住基台帳のほうに溜まりますので、これを指
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定情報処理機関のほうに本人確認情報を提供すると。この中で、この指定情報処理機関の

ほうから、国の機関、地方公共団体に当該本人確認情報を提供しているということでござ

いまして、右側にございますように、年金の支給事務、各種給付の支給事務、資格試験の

実施事務、各種登録、免許等の申請の受理、こういったもので使われているわけでござい

ます。ただ、住基法によりまして、各提供されている事務相互の情報のやりとり、いわゆ

るデータマッチングは禁止されているところでございます。また、これによりまして、右

上にありますように、住民票の写しの省略、年金等の現況届出の省略、年金の住所変更・

死亡届の省略が実現しているところでございます。 

 次のページをご覧いただきますと、実際の効果といたしまして、今申し上げたいろんな

提供の様子、それから、事務削減、添付書類の削減の効果を書いてございます。１つは、

本人確認情報の提供の状況でございますけれども、現在、年間約５億６,０００万件の本人

確認情報を、特に年金支給事務が多いわけでございますが、実施しているところでござい

ます。また、地方公共団体におきましても、パスポートの発給や独自事務、条例でつくっ

ております税務事務等によりまして、年間約６９０万件の本人確認情報を提供していると

ころでございます。 

 これによりまして、③から⑤でございますが、行政手続において、住民票の写しの省略

が全国で年間約４９０万件実現していると。また、年金受給権者の住所変更届、死亡届の

提出省略が全国で年間約２００万件、また、最も多いのは、年金受給権者の年金の現況届

の提出の省略、こちらが全国で年間約４,０００万人分ということで、行政事務の効率化、

住民サービスの向上に役立っているところでございます。 

 また、２にございますように、転出入を中心といたしまして、市町村における、市町村

間の住民の異動について、オンライン化が図られました。例えば、転入通知でいいますと、

従来は郵送で行われていた、転入市町村から転出市町村への転入通知をオンライン化して

おりまして、これが年間約４３０万件、約５７０万人分という結果が出ております。 

 次のページでございますが、４ページ目に、国の行政機関等への本人確認情報の提供の

状況を書いてございます。先ほど申し上げましたように、平成２５年度は、情報提供件数

約５億６,０００万件ということで４ページに書いてございますけれども、これは特に平成

１８年１０月から年金受給権者の現況届の省略が始まったこと、また、平成２３年７月か

らは年金受給権者の住所変更届、死亡届の省略に利用されたことによりまして、件数が現

在大幅に増加しているところでございます。 
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 住基ネットにおける個人情報保護・セキュリティ対策でございますが、これが５ページ

目にまとめてございます。 

 まず、左上にございますように、保有情報の制限・利用の制限ということで、都道府県

や指定情報処理機関が保有する情報は、４情報（氏名・住所・生年月日・男女の別）でご

ざいますが、プラス住民票コード及びこれらの変更情報に限定いたしております。また、

この情報提供を行う行政機関の範囲や利用目的も限定しておりますし、特に、法律により

まして、住民票コードの民間利用を禁止いたしまして、また、住民票コードはいつでも変

更請求が可能という形になっております。 

 また、技術的な防止措置でございますが、下に書いてございますように、外部からの侵

入防止措置を施しております。専用回線を利用し、また、指定情報処理機関が管理するフ

ァイアウォールによりまして厳格な通信制御を行っておりまして、また、ＩＤＳによる侵

入探知も行っております。また、通信相手となるコンピュータとの相互認証、通信を行う

際にはデータを暗号化しているところでございます。通信プロトコルとしては、ここに書

いてございますようなＳＭＴＰ等の汎用性のあるものは使用しないということで、独自の

アプリケーションによる通信を行っているところでございます。 

 また、右側でございますが、住基カード自体の個人情報保護措置といたしまして、住基

カードは住民の申請により交付をするということ、また、住基ネットサービス、公的個人

認証サービス、市町村独自サービスのアプリケーションは、ファイアウォールによりまし

てカード内で独立しているということで、また、住民票コードにつきましては、住基ネッ

トサービスエリア以外では使用を禁止しているということでございます。 

 内部の不正利用ということで、罰則もつけておりまして、システム操作者に守秘義務を

課して、刑罰を従来の罰よりも加重しておりまして、２年以下の懲役または１００万円以

下の罰金としております。また、操作者認証に、昨年から生体認証を用いております。い

わゆる静脈認証でございますが、これによりまして、操作者以外の者の操作を防止いたし

ております。また、市区町村での操作履歴の確認及び指定情報処理機関での業務アクセス

ログの常時監視をいたしております。そして、市町村からＣＳ端末によりまして照会する

場合には、照会条件を限定しているという形でございます。 

 その他の措置ということで、毎年やっているところでございますけれども、全市区町村

におけるチェックリストによる自己点検とそれに基づく指導・外部監査法人によるシステ

ム運営監査を行っております。また、本人確認情報提供状況の開示をいたしておりまして、
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この罰則などについても、刑罰が加重されて、先ほど申し上げたとおりでございます。 

 次のページでございますが、これは最近の話題でございますけれども、特に福島県矢祭

町が住基ネットに接続をしたということでございます。住基ネット第１次稼働当時、平成

１４年８月５日から、矢祭町は住基ネット未接続、町民のプライバシー保護という理由で

接続をしなかったわけでございまして、福島県知事からは、平成１５年、平成２１年に、

矢祭町長に対しまして是正の勧告を行っております。ただ、これにも従わず、また、国の

ほうから総務大臣の指示によりまして、福島県知事から矢祭町長に対して是正の要求もい

たしたところでございますけれども、これにも応じず未接続を継続したところでございま

す。 

 ただ、今回、マイナンバー制度実施のためということで、これには住基ネットの接続が

不可欠であるということから、住基ネットへの接続を町のほうで決定したということでご

ざいまして、平成２７年３月の議会で町長がそれを表明し、３月１８日に矢祭町から福島

県へ、住基ネット運用開始を正式通知した。３月３０日からは、矢祭町住基ネット接続と

いうことでございます。ただ、住基カードに関する業務は行わないということでございま

した。矢祭町の接続によりまして、全市区町村（１,７４１団体）がこれで住基ネットに接

続したところでございます。 

 最後に、これも最近、マイナンバー制度の実施の準備ということで、既存住基システム

の改修を行っておりまして、その中で幾つか数団体で見られた本人確認情報の誤更新とい

ったものがございましたので、それを防止するための通知を平成２７年３月２日に出して

おります。こちらのほうは、業務システムを改修するときに、テストデータを流すわけで

ございますけれども、それが住基ネット全国センター、住基ネットワークシステムの中で

疎通しない形でテストをすべきところでございますけれども、まだテストが終わっていな

いのにそれを開通させてしまったということで、誤ったデータが全国センターから流れて

きたという事例が数件ございました。それに対する注意事項の通知でございます。 

 １として、住民記録システムと市町村ＣＳの連携制御ということで、必ず運用テスト開

始前には住民記録システムと市町村ＣＳとの連携制御を行って、全運用テストが終了した

ことを確認してから連携制御を解除することと、当たり前のことでございますけれども、

改めて通知をしたところでございます。また、連携制御を解除する前に、システム内に保

存されているテストデータが確実に消去されていることを確認することということでござ

います。 
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 また、２点目といたしまして、システムの機器改修又は更改作業を行うシステムベンダ

ー等と協議をし、運用テストの実施工程の確認を徹底すること。当初想定したスケジュー

ルとの間に乖離が生じた場合には、関係課及びシステムベンダーとの情報共有を図ること。 

 第３点といたしまして、庁内のほかのシステム構成の把握ということで、他のシステム

改修を行った場合にも、そういったものが流れる危険性がございますので、関係課及びシ

ステムベンダー等が庁内のシステム構成を改修又は更改作業前に把握すること。要は、庁

内での連携体制をしっかり確認し、把握をした上で改修を行ってほしいということの通知

をしたところでございます。 

 私からは、以上でございます。 

【安田座長】  ありがとうございます。 

 それでは、議題２に関して、ご説明をお願いします。 

【名越補佐】  では、住民制度課の名越と申します。私のほうからは、今、手元に配付

しております資料２に基づきまして説明いたします。 

 社会保障・税番号制度導入に向けた準備についてという資料でございますが、この社会

保障・税番号制度、いわゆるマイナンバーにつきましては、先ほど局長のほうからも冒頭

でご挨拶がありましたけれども、１０月の番号の通知という大きなイベントを控えており

まして、最近、政府でも非常に大きな広報活動をやっております。この資料の表紙の左下

にウサギのマークがあると思うんですけれども、これがマイナちゃんというキャラクター

でございまして、これと女優の上戸彩さんが、最近、テレビだとか、新聞の折り込みチラ

シだとか、あと電車の中の動画の広告とか、幅広にマイナンバー制度の広報に向けて、今、

政府全体で取り組んでいると、そういった状況でございます。 

 １ページおめくりいただければと思います。１ページの社会保障・税番号制度の概要と

いうことでございますけれども、ここの黄色いところに書いておりますとおり、番号制度

は、複数の例えば国の機関に存在しております個人の情報を同一の人のものであるという

確認を行うための基盤でございまして、これをもちまして、社会保障・税番号の効率性や

透明性を高め、国民にとって利便性の高い公平・公正な社会を実現するためのインフラで

ございます。住基ネットにつきましては、また後ほどご説明いたしますけれども、このマ

イナンバー制度を運用していくに当たって、非常に大きな基盤になっていると、そういっ

た位置づけでございます。 

 具体的になんですけれども、個人番号とまず左の上にありますけれども、市町村長は、
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住基ネットにあります住民票コードを変換してつくられます個人番号というものを指定い

たします。住民票コードについては、１１桁の番号なんですけれども、個人番号について

は、１２桁の番号となっております。この個人番号につきましては、今年の１０月５日か

ら、順次、通知カードというものによりまして、ご本人の住所のあるところに通知されて、

自分の個人番号が一体何番であるのかというのがわかるという形になっております。 

 次に、その下の個人番号カードというものなんですけれども、１０月の個人番号の通知

に続きまして、来年の１月から（法律上は１月１日からなんですけれども）、この通知カー

ドを受けまして、住民の方の申請によりなんですけれども、顔写真付きの個人番号カード

を交付するという形になっております。住基カードは、顔写真が付く・付かないという２

つの種類があったんですが、個人番号カードについては、顔写真付きということになって

おりまして、この個人番号カードは、本人の確認だとか、カードの裏面のほうに個人番号

が記載されておりますので、そういったものの確認のために利用されていくということに

なります。イメージとしては、今まであった住基カードが今後は個人番号カードのほうに

切り替わっていくという、そういったようなイメージでございます。 

 ３つ目なんですけれども、個人だけではありませんで、法人番号というものも同時に付

番されていくということになっております。これは国税庁長官のほうなんですけれども、

こちらが法人等に対しまして、法人番号を指定して、通知するということになっておりま

す。こちらは、個人が１２桁であるのに対し、法人番号は１３桁の番号ということになっ

ております。法人番号は、個人番号とは異なりまして、原則公開ということになっており

ます。民間での自由な利用も可能になっております。 

 そのさらに右上に行っていただきまして、個人情報保護ということで、やはり国民の方々

の個人情報の取扱いに対する不安というものもございましたので、法定される場合を除き

まして、特定個人情報については、収集だとか保管は禁止をされております。 

 あと、国民は、マイナポータルと先日、名前が正式決定したんですけれども、それまで

マイポータルと言っていたんですが、ネット上のポータルサイトで、自分の個人情報がど

ういうふうに情報連携されていったとか、そういった記録を確認することができるという

のが、ここの趣旨でございます。 

 ３つ目が、個人番号の取扱いを監視とか監督する機関もないといけませんねということ

で、三条委員会なんですけれども、特定個人情報保護委員会を設置するということになっ

ております。 
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 また、特定個人情報が入っていますファイルを保有する前に、各機関に特定個人情報に

関する保護評価をしてくださいというふうな、そういった義務付けもしておりまして、こ

ういったことで、全体的に個人情報を保護していこうということになっております。 

 さらに、その下の情報連携なんですけれども、国の機関におきましては、平成２９年１

月、地方公共団体につきましては、２９年７月からということになるんですけれども、複

数の機関の間において、それぞれの機関ごとに個人番号だとか、それにひも付けて管理し

ております情報がありますので、そういったものをネットワークを通して相互に活用して

いくという、そういった仕組みが始まっていくということになっております。 

 個人番号の利用分野についてなんですけれども、当面は、ここの表に書いておりますよ

うに、年金とかをはじめとします社会保障分野、あとは税の分野、災害対策分野の、この

３つを当面やっていくということになっております。こちらは法律で決まっているんです

けれども、それ以外にも、福祉だとか保健、社会保障、地方税、防災とか、こういったも

のに類する事務であって、地方公共団体が条例で定めたものにつきましては、同様に個人

番号の利用分野となるというのは、今、もう既に決まっております。現在決まっているの

はこの範囲なんですけれども、将来的には、またいろんな議論を経て、個人番号の利用範

囲を広げていくということも想定されております。 

 ２ページをお開きいただきたいんですけれども、スケジュールということで、ちょっと

中身が多いので、かいつまんでということになるんですけれども、まず一番上の番号制度

なんですが、平成２５年５月２４日に法案が成立しております。これを受けまして、２６

年４月１日に、先ほどもありましたが、地方共同法人といたしまして、地方公共団体情報

システム機構というものが設立されております。この法人は、マイナンバー制度が始まっ

ていくに当たりまして、これまでＬＡＳＤＥＣがやっておりました住基ネットの業務だと

か、自治体衛星通信機構がやっておりました公的個人認証のサービスとか、そういったも

のもここで一体的にやっていくということで設立された法人でございます。スケジュール

としては、先ほど申しましたが、１０月５日に個人に対する付番が始まって、それの通知

も行きます。２８年１月１日から、個人番号の利用が各機関において始まりますし、個人

の方が申請していただければ、個人番号カードが交付されていくということになっており

ます。２９年１月から、国等においては、情報をお互いに照会して、それに対して自分の

持っている情報を提供していくといった情報連携が始まっていきます。地方については、

そこの斜め下にあるんですけれども、２９年７月から、地方公共団体においても、同様の
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連携が始まっていくということになっております。 

 その下は、それに向けたいろんな情報システムの設計とか開発とかテストということを

やっているということでございますけれども、中身が細かいので全ては説明いたしません

けれども、例えば、下から２つ目の既存住基システムの改修という、地方公共団体の業務

なんですが、こちらにつきましても、マイナンバーのスタートを見据えまして、ほぼ全て

の団体において、少し例外はあるんですが、例えば、既存住基システムを改修したりして

おりますし、その下の付番システムにつきましても、これは地方公共団体情報システム機

構が担っていくんですけれども、今年の３月末までに、一応各一人一人の番号というもの

は生成して、そういった事務は終了しているといったことになっております。これが２ペ

ージでございます。 

 ３ページ目をご覧いただきたいんですけれども、なかなかわかりづらいシステムですの

で、ポンチ絵にしてみました。右下の都道府県・市町村ということで、右下半分の４分の

１の部分が、都道府県とか市町村の情報のシステムの構成図でございますけれども、都道

府県とか市町村からさらに左に行きまして、地方公共団体情報システム機構のほうに住基

ネットの全国センターとしてつながっていっているというところはございますし、先ほど

申し上げました公的個人認証サービスのサービスも、同時にこの機構で行うことにしてお

ります。 

 マイナンバーの制度において、このシステム機構の果たす役割は大きいものでございま

して、この左下をご覧いただきたいんですけれども、住基ネットの中で、機構に来ており

ます各個人に付いている住民票コードというのがあるんですけれども、この１１桁の番号

から、これを変換いたしまして、各個人にお知らせする、付番をいたします個人番号とい

うものをつくるわけでございます。ここで住基ネットが１つ活用されているということで

ございます。 

 それで、都道府県・市町村という枠の話をいたしましたが、その上に、情報照会・提供

機関ＡとかＢとかございますけれども、こういったところと都道府県・市町村が、今後、

情報の提供だとか照会をやっていくということになるんですけれども、それを結ぶシステ

ムが、このページの左上の、情報提供ネットワークシステム（国）と書いているものでご

ざいます。こちらにつきましては、国が、具体的には総務省なんですけれども、管理して、

このネットワークを通じて、各機関が情報をやりとりするということになっております。 

 じゃ、この情報のやりとりをするときに、どういった連携の形があるのかというところ
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で、また住基ネットだとか住民票コードがかかわってくるんですけれども、左下から情報

提供ネットワークシステムのほうに矢印がちょっと曲がった形で上がっておりますけれど

も、住民票コードがまた活用されまして、ここで情報連携をするための符号をつくって、

各情報照会提供機関に、それぞれに違った符号を配布していきます。こういった符号を用

いて、中身はちょっと細かくなってしまうんですけれども、連携をしていくということで、

ここで住民票コードが、つまり、住基ネットが、またマイナンバー制度の中で１つ大きな

役割を果たしていくという形になっております。個人番号で連携するという考え方も論理

的にはあり得るんですけれども、そうしますと、どこか一つが個人番号で情報を管理して

しまうのではないかというふうな、いろんなこれまでの議論もございましたので、そうで

はなくて、符号を持って、各機関でそれぞれの情報は保管をするということで、どこか一

つが特定の個人の情報を全て管理するとか、そういったことはないシステムになっており

ます。 

 このページの一番上の右に個人という絵があるんですけれども、この個人の方に１０月

から番号が付番されまして、個人番号カードも１月から配布されます。その個人の方が、

左に言って、マイナポータルというポータルサイトにアクセスしていただきますと、どう

いった自分の情報がアクセスされているのかという、そういった記録の表示もできますし、

ワンストップサービスだとか、個人個人の状況に合わせて、行政の側からプッシュで、こ

ういったサービスの提供がありますよとか、そういったお知らせもいたしますし、当然、

自分の情報が今どういうふうな状態になっているのかといった、そういった表示機能も、

このマイナポータルの中で果たしていくということになっております。 

 ４ページをご覧いただきますようにお願いします。この間、マイナンバー法の施行期日

を定める政令というのが出まして、まず第１段階として、先ほどから申し上げております

が、今年の１０月５日から施行され、さらに、２８年１月から一部規定については施行さ

れるという形になっております。具体的には、主なものといたしましては、１０月５日、

まずマイナンバー法に関してなんですけれども、個人番号の指定だとか通知がありますよ

とか、特定個人情報の取扱いが始まりますので、そこでいろんな制限がかかるといったも

のが、１０月５日から施行されます。１月１日からは、個人番号が利用されますとか、個

人番号カードは申請していただければ交付しますよということが始まってきます。 

 このマイナンバー法の制定に伴いまして、住民基本台帳法もあわせて改正しております

ので、住民基本台帳法のほうにも影響がございます。１０月５日には、本人確認情報、こ
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れまでは基本４情報と住民票コードとそれらの変更情報ということだったんですけれども、

その中に個人番号が追加をされるということになります。②番で、地方公共団体情報シス

テム機構が、これまではＬＡＳＤＥＣさんだったんですけれども、国だとか地方公共団体

に本人確認情報を提供するということになりまして、それに伴いまして、③で、これまで

の指定情報処理機関に関する規定というものが、根拠が削除されるという形になっており

ます。 

 １月１日なんですけれども、これから本人確認情報を、当然、先ほど資料１の説明でも

ありましたけれども、５億件以上提供しているわけですけれども、今後は、個人番号を含

む形での本人確認情報の提供になるというのが、この１月１日からの施行でございます。

住民基本台帳カードにつきましては、マイナンバー法のほうで個人番号カードの規定がご

ざいますので、こちらに変わっていくということで、そういった規定が削除されるという

ことでございます。 

 ５ページをご覧いただきたいんですけれども、個人番号カードとか通知カードのイメー

ジでございます。一番左が住民基本台帳カードということで、これは今までご覧いただい

ているということではございますけれども、それが個人番号カード、真ん中のほうに変わ

っていくということになっております。一番右が通知カードということでございまして、

これが２７年１０月から、個人番号を券面に書いてお知らせをするということになってお

ります。こういったもので、個人番号を教えてくださいというふうな業務が始まりました

ら、この通知カードに書いている番号をお知らせするということにはなるんですけれども、

一番右下に書いておりますが、それだけでは本人確認はできませんので、そういった別の

本人確認のための書類も必要になってくるということになります。ただ、２８年１月から、

個人番号カードを申請していただきますと、個人番号カードの裏面に個人番号が書かれて

おりますし、また、写真付きになりますので、本人確認書類としても使えるということに

なっております。交付方法につきましては、できるだけ簡単にしたいなと思っておりまし

て、市町村の窓口には１回で済むような形を考えております。ただ、それ以外の、例えば、

企業さんが取りまとめするとか、いろんな形も今検討しているところでございます。 

 このカードの手数料についてなんですけれども、できるだけ多くの住民の方に使ってい

ただきたいということで、当面の間でございますけれども、無料にしようと考えておりま

す。こういった個人番号カードを使うことで、身分証明書としても使えますし、今後の、

後ほど説明いたしますが、電子証明書を使った民間部門の取引にも活用していただけるの



 -14-

ではないかなと思っております。 

 その次の６ページが、先ほどの申請とか交付の案ですので、大体中身が同じですので、

省略させていただきます。 

 ７ページが、もう少し大きく、わかりやすくした形なんですけれども、裏面に個人番号

が記載されているとか、ＩＣチップの中にいろんな領域がございまして、住基のアプリが

入ったりだとか、券面事項が入っているアプリだとか、入力の補助のアプリがある以外に

も、今までもやっておりますが、電子証明書、いわゆる公的個人認証のアプリだとか、そ

れ以外の、民間利用も今後考えていきたいんですけれども、いろんなアプリケーションを

入れる空き領域もあるということで、かなり便利な形になっていくのではないかなと考え

ております。 

 ８ページをご覧いただきたいんですけれども、どういったカードのメリットがあるかと

いうことで、大きく６つを考えてみました。それぞれ券面で済むものもありますし、アプ

リだとか電子証明書というものでやる場合もあるんですけれども、例えば、一番左上の、

例えば、就職したりだとか、結婚したりということで、個人番号を教えてくださいという

ふうに求められる機会が増えてくるんですけれども、こういったものは自分の個人番号カ

ードの券面に番号が記載されておりますので、そういったものを使えばわかりやすくなる

ということでございます。さらに、公的な身分証明書として、その下なんですけれども、

券面ということもございますし、オンライン上であれば、電子証明書を使ったりというこ

ともできます。右側に、先ほども申しましたけれども、これから民間利用も広げていこう

ということで、例えば、オンラインバンキングとかでも使っていくということであれば、

電子証明書を使えばネット上で本人確認ができるということもございます。一番右下なん

ですけれども、例えば、今、コンビニで住民票の写し等を取れているのですけれども、そ

れは今アプリを使っているということになるんですけれども、平成28年１月以降は、電子

証明書も使って取れるというふうな形になってまいります。 

 その次のページの９ページをご覧いただきたいんですけれども、公的個人認証サービス

につきましては、公開鍵暗号方式という暗号方式を使っているんですけれども、そういっ

たものを使うということは、基本的には変わりありません。ただ、今までの電子証明書は、

左側の署名用の電子証明書ということで、本人がネット上で送った書類が本物であるか、

本人が作ったものなのかというふうな、そういった確認に使われていたんですけれども、

そういったことだけではなくて、単に本人であるということのみを証明する、そういった



 -15-

より簡素な使い方も必要だということで、利用者証明書用の電子証明書というふうな制度

もつくっております。こちらにつきましては、署名用の電子証明書と異なりまして、証明

書の中には、本人の名前とか、そういった４情報は入っておりません。それぞれの電子証

明書のイメージというのがあるんですけれども、それぞれを比較していただければ、ちょ

っと違いがあるということが見てとれるのかなと思っております。ちなみに、発行者は、

これまでは都道府県知事だったんですけれども、マイナンバー制度の施行に伴いまして、

地方公共団体情報システム機構が発行者になるということになっております。 

 １０ページをご覧いただきたいんですけれども、公的個人認証サービスの民間拡大につ

いてということで、先ほどから申し上げているんですけれども、今までは、平成１６年２

月からのｅ－Ｔａｘ、国税の確定申告とかにまず使おうということで始まりまして、今ま

では行政機関等の手続に限られていたんですけれども、それだけではやはりなかなか活用

されないということで、非常にセキュリティレベルも高いシステムでございますので、よ

り有効活用していくということで、ｅ－Ｔａｘだけではなくて、例えば、医療機関だとか、

金融機関とか、ショッピングサイト、こういったものにも活用していきたいなと考えてお

ります。 

 １１ページをご覧いただきたいんですけれども、これもちょっとややこしい話ではある

んですが、先ほどの民間の活用の一例として、金融機関に申し込むときの例でございます。

詳細は、後でお時間のあるときにご覧いただきたいんですけれども、まず１回目に署名用

の電子証明書を使って、私は誰々ですということで申込書を送っていただいて、それに電

子署名を付せば、受けた金融機関は機構のほうに、この電子証明書は有効ですかというふ

うな確認をして、まず本人確認ができます。次回以降は、署名用の電子証明書ではなくて、

より簡便な利用者証明用の電子証明書を使えば、簡単に本人確認ができていくということ

になっております。 

 １２ページ目をご覧いただきたいんですが、ここから先は、「コンビニ交付」なんですけ

れども、これまでもコンビニ交付、アプリケーションを使ってやって、非常に便利になっ

てきているんですけれども、これからこれは公的個人認証サービスも使っていくというこ

とになっております。これでかなり便利になるのではないかなと考えております。 

 詳細は、１３ページをご覧いただきたいんですけれども、今、多くの市町村が導入して

おりまして、国民の割合で言いますと、７割がサービスを受けることになっております。

導入のための経費につきましては、大体２,１００万円ぐらいかかっているんですけれども、
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今、総務省は、２分の１で上限５,０００万ということで、そういった２,１００万に対し

て十分支援をしているということになっておりますし、ランニングコストに関しても、特

別交付税で支援をしているという形になっております。 

 １４ページが、今の市区町村の参加状況なんですが、今年の４月１日時点で９８団体、

２７年４月末では２団体増えまして、１００団体に増えていくということになっておりま

す。 

 その次の１５ページをご覧いただきたいんですけれども、先ほどから、コンビニ交付に

つきまして、アプリを使う形と公的個人認証を使う、両方の形があると申し上げておりま

したけれども、少し違いがございまして、アプリを使う方式だと、まず条例の制定が各団

体において必要だというふうな縛りもございます。あと、アプリケーションの書き込みと

かも必要ということで、いろいろお金がかかったり、条例の整備が必要ということで、少

し自治体にとっては大変な部分があるんですけれども、公的個人認証を使いますと、もと

もと法で定まっているものでもございますので、条例の制定も不要ですし、アプリケーシ

ョンももともと入っているものですので、特段必要ないということで、かなり市区町村、

利用者、それぞれにおいて、ここに記載しておりますようなメリットがあるのかなという

ことで、総務省としても、こういったものを積極的に支援していきたいなというふうに思

っております。 

 最後になりますが、１６ページで、冒頭にも申し上げましたが、このマイナンバー、仕

組みがなかなか難しい部分がございますので、政府としては、積極的に広報いたしまして、

何とか国民の皆様にご理解いただいて、活用していただくということが大事かなと思って

おります。そのため、一般国民向けの広報の目標と民間事業者向けの広報の目標というも

のをそれぞれ掲げておりまして、一般国民につきましては、マイナンバーを聞いたことが

ない人を減らしていく、民間事業者に関しましては、準備を始める事業者を増やすという

ことを目標にして、今、取り組んでいるところでございます。現在、一般国民向けには、

例えば、先ほど申しましたが、テレビだとか新聞のＣＭ等を集中的に行っておりまして、

何とか１０月の施行前にマイナンバーを聞いたことがない人をできるだけ減らしていく、

なくしていくという形でも考えておりますし、民間事業者様も、これからいろんな形で、

例えば、給与だとか、税とかの関係で、あと社会保障の関係で、従業員の方の個人番号を

ちゃんと収集していくということも必要になりますので、何とか政府一丸となって、国民

の皆様のご理解を得て、マイナンバー制度を施行していきたいと考えております。 
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 最後のページなんですけれども、１７ページで、ポスターとかリーフレットもございま

す。また、いろんな形で目にする機会があるかと思いますので、いろいろご覧いただいて、

また、いろんな方にお知らせする際に、各先生方のご協力を賜れば幸いかなと思っており

ます。 

 少し中身が多くて、最後、駆け足になってしまいましたけれども、私のほうからのマイ

ナンバーの説明は、以上でございます。ありがとうございました。 

【安田座長】  ありがとうございました。 

 大変意欲的な施策だと思うんですけど、けどが付くんだけど、皆さんからご意見をまず

いただきたいと。ご質問もまずあれば。いかがでしょうか。 

【小川委員】  大変わかりやすいご説明ありがとうございました。 

 私は、２００２年の８月、この委員会をつくろうということを決めた場所にいた人間な

のです。その関係者でいたのは、今は内閣府審議官の井上さんですね。滝大臣政務官がい

て、すぐ委員会を作ったのです。 

 私は、セキュリティという角度からかかわったのですが、今のご説明を聞きますと、ど

んどん便利になっていて、こんな便利になるとは思っていなかったぐらいで、すばらしい

なと思うのです。私もこれからかなり活用することになると思うのですが、セキュリティ

の角度からは、幾つかご説明をいただきたいことがあります。 

 １つは、資料１の４ページですが、外部からの侵入防止ということについて、これはも

ともと日本のセキュリティについての、ある意味欠陥でもありますけれども、サイバー空

間で完結するような錯覚、これがずっと２００２年の当時から続いている。当然ながら、

サイバー空間で何かの行為をしようとする人間は、ソーシャルエンジニアリングの手法を

使ったり、フィジカル面の穴を探して入ってくる。だから、トータルでそれに取り組まな

ければいけない。そのチェックをやろうとする意識が、この１２年あまりないままに来て

いるという感じがいたします。これは外部監査の問題も全部そうです。 

 それから、静脈認証の問題も出てまいりましたが、２００４年の段階で、既に日本のあ

る大学の先生が、日本の銀行がこの静脈認証を導入したのを受けて、それを破ったという

ことを報告したのを聞いたことがあります。だから、それからどれぐらいそれが強化され

ているのか、改善されているのかということは、ちょっと知りたいところです。 

 ２点目としては、資料１の１ページ、都道府県サーバを集約センター１カ所に集約した

こと。非常に効率がよくなっていると思うのですが、この１カ所に置いたサーバについて、
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脆弱性のチェックはどのようにするつもりなのか。 

 それから、その１カ所に集めるということは、効率はすごくいいのだけれども、リスク

の分散という危機管理の基本的な思想に対して、どのような考え方で、これで大丈夫です

ということを言おうとしていらっしゃるのか。やっぱり私は、災害対策の問題にもずっと

かかわっているのですが、サーバがアウトになること、これを考えれば、１カ所に集める

ということが成り立つのだろうかという疑問もあります。この点をちょっとご説明いただ

ければと思います。ありがとうございます。 

【安田座長】  どうぞ、どなたがお答えになりますか。 

【篠原課長】  では、私のほうから申し上げます。 

 まず１点目の、住基ネットにおけるセキュリティ対策、小川先生にはずっとご指導いた

だいているところでございますけれども。私どもといたしましては、このセキュリティに

ついては、物理的な安全管理措置、技術的な安全管理措置、それから、法制的な安全管理

措置、そういったものを総合的な角度から捉えまして、穴がないようにという形で進めて

きたわけでございます。外部からの侵入防止措置ということで、これは実際にいろいろ歴

史がございまして、長野県で侵入実験が行われたり、それも入れなかったわけでございま

すけれども、私どもとしては、常に昔のＬＡＳＤＥＣ、今のＪ－ＬＩＳと協力しながら、

この監視も含めて、またチェックをしているところでございます。 

 また、静脈認証につきましても、これは昨年から導入しているところでございますが、

専門的な観点から、平成１６年、２００４年からどれくらい進んだかというのは、池田企

画官とか、もしあれであれば、お教えいただきたいんですけれども。ちょっと後から申し

上げますけれども。 

 私どもとしては、静脈認証だけに頼らず、プラス、そこに対するアクセス権限、それに

対する物理的な形での隔離といったことも含めて、そこは措置をしているところでござい

ます。実際、この統合端末とシステム端末について、さわれる人間も、職員、権限のある

者に限っているということで、ここは最近はやっています派遣とか、委託とか、そういっ

た職員にさわらせないと、こういった措置もしているところでございます。 

 また、この集約センターのお話でございますけれども、逆に、私どもとしては、４７都

道府県にあるということが、１つは、脆弱性の１つの要因になるかもしれないというとこ

ろもございまして、まさにセキュリティのしっかりしたデータセンターにそれを移管する

ということで、これも各都道府県からの意見も踏まえて、この措置を講じたところでござ
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います。現在、これにつきましても、昨年も外部監査法人による監査も受けておりますし、

システム的な監査もチェックもしているところでございます。 

【安田座長】  静脈の件は。 

【池田企画官】  静脈の件も、昨年、住基ネットの端末に、これまでのＩＤパスワード、

あと操作者識別カードを使ってその端末を操作していたわけなんですが、早速静脈認証と

いうことで、切替えを行ったのは昨年になっています。そういった意味で、昨年初めて導

入したということもありますので、そこは、これまでの経緯も含めて、１６年以降の新た

な技術動向も含めて、システム機構のほうで判断されているということだろうと思います。 

 ただ、ご指摘のとおり、いろんなセキュリティを破るような動きもありますので、その

辺は不断に見直しを行いながら、新たなシステムを次々入れていかなければいけないと思

っていますので、そのあたりは、システム機構とも協力しながら、そういったものにも順

次対応していくということが必要かと思っています。 

【小川委員】  ありがとうございました。 

 ちょっとよろしいですか。 

【安田座長】  どうぞ。 

【小川委員】  ご説明ありがとうございました。 

 やっぱりこれだけ便利になると、情報がたくさん入ってきて、狙おうという人が増えて

いく傾向というのは、やっぱり阻止できないだろうと。それに対して、セキュリティとい

うのは、レベルを上げることについては、もう本当に天井はないわけであります。常に国

際水準に到達しているかどうかでやっていかなければいけない。長野県のなんていうのは、

サイバー空間で守れるかどうかという話だから、それはしっかりやったら守れますよ。た

だ、狙う側は、サイバー空間ですぐ入れなかったら、例えば、篠原さんを脅して、管理者

パスワードを盗って入るとか、いろんなことをやるわけです。アメリカのチェックだって、

なりすましで完全に盗っちゃっていますよ。だから、外部のやつが入っているかどうか、

派遣の人が入っているから盗られる、派遣を入れなきゃ盗られないとか、そういう話では

ないのです。局長から盗るかもしれない、本当に。だから、そういったところからのチェ

ックをしなければいけないというのが、日本の課題なのです。監査法人のチェックだって、

自分のところのチェックだって甘いのだから。だから、その辺は、やっぱり日本が国際水

準に達しているということを前提にしないで、達していないということを前提にやってい

かなければいけない。その辺はぜひお願いしたいなと。念には念を入れていただきたい。 
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 以上であります。ありがとうございました。 

【安田座長】  ありがとうございます。 

 ほかに、ご意見のある方。どうぞ、松尾さん。 

【松尾委員】  資料１の５ページ目、それの左の一番上、保有情報の制限・利用の制限

ということで、今お話が出ていますけれども、私は、保有情報の力、保有することによっ

て力が国としたらついてくるんじゃないですかというのを、もう少し積極的に考えていた

だきたいなという意見を申し上げます。保有情報のセキュリティという観点から、開かな

い、誰にも見られないようにしようということを余りにも強調し過ぎて、せっかく集約し

て、いい情報を持っているのに、これを年度比較で見ることによって、国・地方の力がど

のように動いているのかということを客観的に見る情報がどんどん溜まってきているんじ

ゃないですか。どうして、それを積極的に利用されるということを検討されないんですか

というのが、私の提言でございます。 

 ですから、個人を特定する情報をそのまま開示するのではなくて、個人の例えば生年月

日をそのまま出すのではなくて、何年何月生まれの女性とか、男性とか、そういうふうに

転換することによって、それをいろいろな分析目的で利用できるんじゃないですかという

意味でございますね。そういう利用の仕方を民間企業はどうぞ自由にご利用くださいとい

うように開示することによって、民間企業が、それを自分のビジネスのために積極的に利

用できるんじゃないですか。それはいろんな知恵を出すことによって、個人情報を開示し

ない形ででも、かなりの精度の国、各地域の力をモニタリングすることができるんじゃな

いですかと、そういったことをもっと積極的に力を入れてやっていただきたいなというこ

とで、保有による力をどのように生かすかということを、もう少し一所懸命やっていただ

きたいなというように思います。 

 それから、これは今までも何度も申し上げたことですが、この４ページ目の本人確認情

報の提供が約５億６,０００万件にもなりました、これはすごくいいことですねという、こ

こまではいいんですけど、じゃ、これは国民の方々にわかりやすく説明されていますか。

広報されていますか、宣伝されていますかということで、あまり金銭的な、これぐらいの

価値が削減されました、節約されましたというような言い方は、各個人によって違うので

難しいのでしょうけど、言えるのではないんでしょうかというのを、１人当たり、もし役

所の窓口にまで行って、交通費をかけて、お金を払ってということをやったとしたらこれ

ぐらいになりますよとか、そういうような開示の仕方もあってもいいんじゃないですかと
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いう、積極的な宣伝がもっとあってもよろしいんじゃないですかというのが、私の２つ申

し上げたいことです。 

 それから、運用面のセキュリティについては、先ほどご意見がございましたように、セ

キュリティを破るという方法と考え方は、どんどんすごい早さで進歩していますので、こ

れを追いかけて対応するというのは、それ相応の努力をしないととても追いつかない。特

に我が国の場合、先ほどおっしゃっているように、なかなかそういった文化が育っていな

いということも１つなんですが、真剣に対応しようとしていないという問題がございます。

私は不動産登記の関係のシステムについても評価委員をやっていますけど、不動産の内容

を変更されたらどういうことが起こるかわかりますよねというように言って、それを、あ

の不動産を自分のものにしたいから、どういう手段を使ってもやるよという人は、世の中

にはたくさんいますよ。日本だけではなくて、特に海外に。それに対しての防御策を考え

ていますかということで申し上げているんですけど。それで、「センターの中には、壁を通

して電波で入ってくるということを簡単にやってしまいますよ。そういう電磁波が侵入で

きないようなセンターで運用していますか」と言うと、「いや、そこまでは金融機関でもや

っていないんですから、いいんですよ」と言うんで、「その土地が欲しいという人は、そう

いうのはお金の問題じゃなくて、欲しいからお金をかけてでも侵入してきますよ」という

ふうに申し上げているんですけど、そういった意識が、やはりこれだけ重要な情報を集中

管理しようとされるのであれば、それなりの世界の最先端のレベルを維持する必要がある

のではないかと思います。 

 以上です。 

【安田座長】  ありがとうございます。 

 今のはコメントですか。 

【松尾委員】  コメントです。 

【安田座長】  では、お答えはよろしいですか、向こうは。どなたかご返事いただきま

すか。 

【松尾委員】  一番最後のセキュリティについては、ちょっとご意見、答えをというと、

ほかの件も話をしていますから、管轄外のお話をしていますんで、それ以外の前向きな話

については、お答えをいただければありがたいと思います。 

【安田座長】  じゃ、どなたか、簡潔にお答えいただければ。 

【篠原課長】  ありがとうございます。 
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 今回、住民基本台帳ネットワークシステムの点でご指摘をいただきましたけれども、こ

こにつきましては、私ども、マイナンバー制度を考える際にも、どういった形で住基との

分担関係といいますか、そういったものも検討したわけでございますけれども、どうしま

しても、住基法というのは、法律上、いろんな制限が、当時の議論もございまして、かか

っております。したがいまして、今、政府のほうで構想しましたマイナンバーシステムと

いうのは、住基というネットワークを活用しながら、実際にはマイナンバーといった形で

データのやりとりをするという仕組みはどうだろうかといった形でつくっているわけでご

ざいます。したがいまして、基本４情報といったものは、まさに最新に日々更新されてい

る情報なんでございますけれども、住基ネット自身は、それを提供するという役割に徹す

るということでございまして、その利活用といったものを、このマイナンバーの仕組みを

利用いたしましてつくっていこうということでございます。 

 ただ、そのときに、例えば、本人確認情報、今までで言えば、ただ提供するだけであり

ましたけれども、本人所属情報なり、さまざまな福祉関係の情報とか、そういったものが

結び付くことによりまして、より住所なり性別、生年月日、こういったものもさらに生か

していけるのかなと思っておりますし、住基情報の中でも、世帯情報といったものは、逆

に、情報提供ネットワークシステムのほうで提供するといったことをしておりますので、

そういった実質的な中身についても、住民基本台帳システムは貢献できるのかなというふ

うに考えて、このマイナンバー制度とともに協力してやっていきたいと思っているところ

でございます。 

 また、２点目の、例えば、４ページにあるような、本人確認情報の提供といったことを、

もっとさらに広報すべきではないかという点でございます。まことにご指摘のとおりでご

ざいまして、１つは、この費用対効果という面では、私ども、ホームページのほうに提供

させていただいておりまして、住基ネット構築には、約４００億弱のお金がかかっており

まして、毎年のランニングというのが、当初は２００億内外、今、大体１００億ぐらいに

なっておりますけれども、額がかかっているのに対しまして、一応私どもの試算では、先

ほどお話のございました交通費とか、郵送代とか、職員の手間とか、そういったものを、

間接費用も含めて計算いたしますと、大体年間５００億ぐらいという形で計算をしており

まして、ホームページにはこれを掲げているところでございますけれども、やはりまだま

だこの広報は足りないと思っておりますので、そういった面も含めて、積極的に、マイナ

ンバーに限らず、住基ネットについても広報してまいりたいと考えております。 
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【安田座長】  ありがとうございました。 

 ほかに何か。前川さん、どうぞ。 

【前川委員】  資料２の１０ページでございます。公的個人認証サービスの民間拡大に

ついてということで、かれこれ私も１０年ぐらいずっと、公的個人認証を早く民間に開放

してほしいとお願いをし続けて、やっと夢がかなうといいますか、そういうことになって

いるんですけれども、これは民間企業が利用する場合は、一応利用料金を取るという仕組

みになるんでしょうか。まずそれが１つ目。まず、そのお答えを聞いてからと思うんです

が。 

【安田座長】  どうぞ、どなたか。それは皆さん知りたいところですから、どうぞ。 

【上仮屋室長】  外国人室長の上仮屋でございます。 

 利用料金は、使っていただく、いわゆる民間の署名検証者になっていただいてから、機

構から有効・無効の情報を提供させていただくことに対して、情報提供手数料という形で

ご負担をいただくことと予定しています。まだ金額は、具体的には今検討中で、近々出し

たいと思います。 

【前川委員】  なるほど。この料金設定が高いと、せっかく民間利用の拡大をしても、

開放しますと言っても、利用が広がりませんので、できるだけ安い料金を設定していただ

ければと思います。 

 よくありがちなのは、想定される利用件数でトータルのコストを割るというようなこと

をやってしまいがちですけれども、これはもう全くだめだと思います。これ、民間企業が

利用してもしなくても、基本的なシステムの維持・運用は国がやっていくわけですから、

経済学的に言うと、いわゆる限界コストですよね。利用１件が増えると、それに伴って増

加するコストのことが限界コストになるわけですけれども、極力、その限界コストに近い

ところで料金を設定していただければ、民間利用もぐっと増えて、よりインターネットの

世界が安全になるだろうと、こういうふうに思います。ぜひとも、利用料金設定の際は、

極力、できるだけ低い金額に抑えていただければと思います。よろしくお願いいたします。 

【安田座長】  どうぞ。 

【上仮屋室長】  先生ご指摘のとおり、幾ら経費がかかっているかというところももち

ろん考えるんですが、民間事業者から見て、具体的にどういったメリットが生じるのかで

あるとか、あるいは、類似の商品についてどういった料金を払われているのかなど、多角

的に慎重に料金設定の重要性について、使っていただくのに直結していくことをにらんで、
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しっかりと検討したいと思っております。ありがとうございます。 

【安田座長】  ほかに、どうぞ。 

【清原委員】  ありがとうございます。三鷹市長の清原です。ご丁寧にご説明いただき、

ありがとうございます。幾つかの問題点と質問について発言をさせていただきます。 

 １点目でございますけれども、住基ネットにつきましては、本当にこの間、全国のネッ

トワークのメリットを、セキュリティを保ちつつ実現してくださったと思います。この間、

本日、資料１でご説明をいただきましたように、いわゆる行政手続を利用者の視点から見

て簡素化し、特に年金受給者は高齢者の方が多いわけですから、そうした方の手続の簡素

化にも貢献してきたと思います。ただ、利用者がそのメリットを自覚することにはならな

い、行政手続上の行政の側の活用ということでございますので、そういう意味では、本当

にその利便性を多くの国民の方がまだ認識をされていないと思うんです。けれども、自治

体の首長の一人としては、大変この間、安定感を持って、セキュリティを守りつつ、大き

な問題もなく経過してきたということは、一定の評価をしなければならないと思っていま

す。 

 さて、この住民基本台帳の取扱いというのは自治事務でございますけれども、個人番号

制度というのは法定受託事務というふうに国で整理をしていただきました。実は、全国市

長会で、共通番号制度に関する研究会を開催したとき、当時、内閣官房にいらした篠原課

長さんが、国を代表するお一人として、全国市長会のメンバーに頻繁にご説明に来ていた

だきました。そのときに、全国市長会の総意として問題提起をさせていただきましたのが、

この個人番号制度を本当に国民の社会保障と税の基盤にするためには、自治事務ではなく

て、法定受託事務としてほしいと、そのように繰り返し繰り返しお願いを申し上げました。

それをお持ち帰りいただき、政府の中でしっかりと検討していただいて、法定受託事務と

なりました。 

 このことは、大変大きな意味があると改めて思いましたのは、先ほど福島県矢祭町の住

基ネット接続についてご報告いただいたところでございます。すなわち、本年３月３０日

に、全国の市区町村全て、１,７４１団体が住基ネットに接続されたと。まさにマイナンバ

ー制度が法定受託事務であるからということで、町長さんがこの決断をされたと報道され

ています。すなわち、国民の情報通信時代のまさに基盤として個人番号制度が機能するに

当たっては、これが法定受託事務となり、また、自治事務である住民基本台帳事務を支援

する住基ネットが、この間、大きな問題もなく経過したということが基盤になっていると
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思います。したがって、この「住民基本台帳ネットワーク」が個人番号制度の基盤である

ということを再確認させていただければと思います。 

 ２点目に、カードについての、これはコメントとご質問なんですけれども。実は、付番

については、「平成２７年１０月５日施行」ということが明確にされたということです。ま

た、個人番号カードについては、「平成２８年１月１日施行」であるということが明確化さ

れたということです。１月１日、元旦なんですよね。市役所で、１月１日施行されるとい

う趣旨と、個人番号カードを発行するのを１月１日からしなければいけないということと

の間には、もちろん違いはあるとは思うんですけれども、微妙な１０月５日と１月１日の

違いを、自治体の関係者としてはちょっと考えざるを得なくて、ひょっとして１月１日か

ら市役所、町役場等を開けなきゃならないのか、というようなことはないはずですので、

この施行日のご説明については、一定の詳細な説明が市区町村にはお願いをしたいと思い

ます。 

 関連して、カードについては、先ほど名越課長補佐から、「住基カードを既に持っている

人は、マイナンバーカードということに今後なっていきます」というふうに、さりげなく

おっしゃったんですけれども、おそらく移行期においては両方使えるような仕組みにしな

ければいけないということが、多機能端末で求められますので、いわゆるコンビニエンス

事業者の皆様の格別のご協力が必要かなと思います。そんなことを申し上げることができ

ますのも、三鷹市は、実は平成２２年、２０１０年２月に、住民票及び印鑑証明書の写し

を、全国に先駆けて、東京都渋谷区、そして千葉県市川市とご一緒に始めさせていただい

たんです。コンビニエンス交付を。しかも、平成２４年、２０１２年２月には、税の証明

書及び戸籍関係書類につきましても、コンビニエンス交付を開始させていただいてきまし

た。そうした経験から、この有効性については大変認識をしておりますし、もっともっと

多くの市区町村が参加していただければ、手数料交渉も円滑にいくのになと思いながら、

１,７００あまりの自治体の中で、まだ１００に届いていないんですね。しかし、利便性は、

三鷹市民の皆様から多くお寄せいただいておりますし、今後、お住まいの場所と戸籍の場

所が違っていても、それを可能とするような制度の検討も法務省等で始めてくださってい

るということですので、ぜひこの辺は、国民・市民のニーズに合わせた展開を大いに期待

したいと思います。 

 ３点目です。４月３日に甘利担当大臣から、いわゆるマイポータル、マイガバメントと

言っていたものを、「マイナポータル」という新しい名称になるということが公表されまし
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た。マイポータルとかマイガバメントという名称は使いにくい状況があったようでござい

ますが、このたび、情報提供等記録開示システムを、マイナちゃんの名前の浸透と合わせ

て、マイナポータルとされたということで、これは、この住民基本台帳ネットワーク委員

会の主たるメーンの検討課題というよりも、今後、個人番号制度、マイナンバー制度を民

間の皆様と、本当に国民・市民のニーズに合わせた展開をしていくときに、重要な仕組み

になっていくと思います。先ほど公的個人認証の負担経費についても問題提起がありまし

たけれども、ご指摘のとおり、これを本当に個人できちんと、それぞれの国民が主体的に

情報を管理していく仕組みとなっていくためには、さらにさらに準備が必要だと思います。

ただ、施行の目途が２０１７年の１月なんですかね。もう日程的には迫っているなという

感じがいたします。ですから、これは国民の全体の議論へと、さらに広報に努め、議論が

起こっていくということが重要だろうと思いますけれども、本日は、従来のコンビニ交付

も含めたいろいろな可能性の一つとして、この情報提供等記録開示システムの可能性につ

いて、事務局から未来に向けての展望というか、ご示唆をご紹介いただいたということに

なると思います。 

 したがいまして、また最初の住民基本台帳ネットワークの重要性に戻るのですけれども、

引き続き、自治体の役割としては、一昨年度、昨年度も三鷹市では実施いたしましたＰＩ

Ａを実施し、市としても、市民の皆様にパブリックコメントもさせていただきながら、セ

キュリティを高めるシステムの開発、そして、改修・維持に努めていきたいと思います。

あわせて、総務省でも、いろいろご支援、ご助言いただいております個人情報保護条例を

改正するか、あるいは、特定個人情報保護条例を新たに制定するかなど、自治体の選択に

委ねつつも、しっかりと国民の皆様に、個人情報を保護し、セキュリティを高めるシステ

ムにしていくのは国の仕事の法定受託事務ではあるけれども、自治体が議会を経て制定し、

市民の皆様のご理解を得て進めていかなければなりません。そういう意味では、時間的に

ちょっと切迫しているのかなという感じがいたしまして、総務省におかれましては、自治

体のさまざまな行政支援をご担当していることでございますが、自治行政局長を中心に、

国の動きの中で、ちょっと自治体の負担感を和らげるような条件整備について、またまた

格別のご発言やご尽力をいただければと、すいません、最後は市長会を代表してのお願い

になりましたが、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

【安田座長】  ありがとうございます。 
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 今の件について簡潔にお答えを、２分ぐらいでお願いします。 

【清原委員】  すいません。 

【篠原課長】  １点目の、おっしゃるとおり、全国市長会のご要望を受けまして、法定

受託事務にしたということでございまして、この仕組みで、国としても責任を持ってやっ

てまいりたいと考えております。 

 ２点目の施行の日の意味合いなんでございますけれども、まず１０月５日の月曜日とい

う付番については、この日をもって最新情報、最新住所情報、宛先情報ということでお送

りいただいて、それから、１０月から１２月までかかるかもしれませんが、一般の国民の

方々には、年末までには、この通知カードをお送りするという、こういう手はずでござい

ます。 

 また、１月１日というのは、これは私どもの仕事始めでございまして、１日からＪ－Ｌ

ＩＳのほうで、このときに初めて公的個人認証を新方式で書き込みができるようになりま

すので、そこから実際に作り始めまして、自治体のお手元にできるだけ早くお届けしたい

と思っておりますが、やはり１週間ぐらいかかってしまうと思いますので、当然のことな

がら、１月４日以降になりますので、そこはご心配なくということでございます。 

 それから、既存の今まで使われてきたコンビニ交付等が具体的な例だと思いますけれど

も、住基カードも、既存のICチップ方式のものと、それから、公的個人認証方式、併存す

る形で今後とも運用していきたいと思っておりますので、この点も留意してやってまいり

たいと思っております。 

 あと、マイポータルの利用につきましても、マイナポータルということで、民間利用の、

どういうふうにこれを官民連携で取り込むかということを含めて、今後とも考えてまいり

たいと思っております。 

【清原委員】  ありがとうございます。 

【安田座長】  ありがとうございました。 

 ちょっと時間が来ているんで、先に４のご報告、３分ぐらいで済ませられませんか？ い

かがでしょう。あとは、皆さんからまた意見をいただきたいと思います。よろしくお願い

します。 

【五十嵐センター長】  では、資料３の住基全国センターの運用状況等につきまして説

明させていただきます。 

 全国サーバと都道府県のサーバを集約しました集約センターにつきましては、現在も順
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調に稼働しておりますことを報告させていただきます。 

 それと、ネットワークにつきましても、２４時間３６５日、監視をしてございまして、

現時点でも不正と思われるアクセスについては、検知をされておりません。 

 それと、項番４ですが、個人番号とすべき番号の生成ですが、これは今年の３月末まで

に住基全国センターのほうで生成作業を行いまして、３月末までに生成は完了してござい

ます。 

 それと、５番のシステム再構築に向けた取組ということで、現時点、私どものほうでは、

都道府県等と協議をしておりまして、平成３１年度前後を目標としまして、現在の住基ネ

ットについてのシステム再構築を何らかの形で行いたいということで考えております。昨

年度につきましては、都道府県なり市区町村の方から１０人前後の委員に来ていただきま

して、検討会を開催しまして、その中で技術検討を開催したところでございます。今年度

は、その辺の技術検討の結果も踏まえ、かつ、番号制度の導入状況等も踏まえながら、検

討を引き続き行うということで、システム要件の定義について行ってまいりたいと考えて

おります。また、費用がかかりますので、これにつきましても、都道府県との調整等、必

要な業務についても、引き続き積極的にやってまいりたいと考えております。 

 それから、６番目につきましては、先ほど来説明がございますので省略しますが、別紙

１、２ページ以降に、昨年の８月２９日付けで官報公告した資料がございますので、後で

ご覧になっていただければと思います。 

 それと、項番７の住基法に基づく本人確認情報の開示状況についても、別紙２という形

でつけてございます。２６年度は１件ということで、そんなに多くはございませんが、過

去の状況等も見ていただければと思います。 

 それから、項番８の暗号危殆化への対応の状況でございますが、政府でも暗号危殆化対

応で、新しい暗号方式に切り替えるということで動きがございました。それにあわせまし

て、住基ネットにつきましても、平成２６年７月、昨年の７月に新しい暗号方式への切替

えを行ってございます。 

 裏面に行きまして、項番９ですが、これは先ほど来も話が出ておりますけれども、住基

ネットの中で操作する場合に、認証がございますけれども、それを生体認証のほうに変更

したということでございます。これも内容については省略させていただきます。 

 それと、最後ですが、セキュリティ研修です。これは毎年、全市区町村を対象にしまし

て、住基ネットのセキュリティ対策とか、セキュリティチェックリストによる自己点検に
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ついての研修を実施してございます。今年度は、７月末から実施予定ということで考えて

ございます。 

 住基全国センターの運用状況につきましては、以上でございます。 

【安田座長】  よろしいですか。 

【五十嵐センター長】  はい。 

【安田座長】  ありがとうございました。 

 それでは、今のも含めて、ご発言になっていない方、どうぞ、向こうから順番に。なる

べく短くお願いします。 

【荒金委員】  なるべく短くということでありますので。 

 先ほどの通知カードの件なんですけれども、２７年１０月以降に通知カードを出します

よということで、前回もお聞きしたんですけど、簡易書留になってよかったなと思ってい

るんですが、これが届かなかった場合、市町村はどこまで追いかけなくてはならないのか

というのが１点です。 

 それと同時に、新聞情報ですと、世帯ごとに簡易書留を送るということですが、その世

帯分、４人おれば４人分、だんと来ると思うんですけれども、その場合に、例えば、ＤＶ

とかで外れている方も一緒に行く可能性があるのではないかという部分は、どういう対策

をとられているのかということと、最後になりますけど、最後に、この通知カードと個人

番号カードを持って１回だけ来庁というのはいいんですけれども、このときに顔写真の確

認で、この中では、このチラシでは運転免許証の確認となっているんですけれども、免許

証を持たない方について、保険証だけで確認ということになるのかどうなのかということ

を少し教えていただきたいと思っていますので、お願いします。 

【安田座長】  それでは、どうぞ。 

【篠原課長】  通知カードは、宛先不明で戻ってきた場合には、幾つかパターンがござ

いまして、そこは今、自治体のほうにもお伺いして、内容を詰めているところでございま

す。最終的には、自治体のほうでもう捨てていいということになると思いますが、その間

のやりとりについて、今、フローをまとめているところでございます。 

 それから、世帯ごとに送ることになるわけでございますけれども、ＤＶについては別途

のフローをつくっておりまして、こちらのほう、若干複雑なんですが、居所として住んで

おられるＤＶの方については、あらかじめ届出をしていただいて、そちらのほうにお送り

するというのを、居所市町村と所在市町村の間の関係、やりとりの中からやってまいりた
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い。十分気をつけてやってまいりたいと考えております。 

 それから、免許証がない場合でございますけれども、これは政省令で決まっておりまし

て、保険証のみではやはり無理でございまして、保険証プラスもう一つ身分を証明するも

のをお持ちいただいて、複数書類で確認することになるというように考えております。 

【安田座長】  ありがとうございます。 

 それでは、どうぞ。 

【小尾委員】  非常に順調に進んでいて、頼もしいなと思っているんですが。 

 個人番号カードの発行について、いろいろご検討されていて、今回、電子申請というか、

いわゆるスマホ等を使って申請ができるということをご検討しているということなんです

けれども、１つお願いとして、そうは言っても、本人が個人番号カードを欲しいと言って

申請書を出すというような契機というのがなかなかつかめないということも考えられます

ので、例えば、今回の電子申請の仕組み、オンラインの申請の仕組みというのを使うと、

例えば、自治体等がイベントで、いわゆる番号カードを発行するようなイベントみたいな

ものを開催することも、非常に可能かなと。その際に、何も持たずに、持たずに来るかど

うかというのはありますが、結局、その場で写真を撮って、その場で申請が完了するとい

うような仕組みというのは十分構築できるはずですので、どこか、例えば、三鷹市さんと

かでもいいような気もするんですが、自治体と組んで、そういうようなイベントを、１０

月、なるべく早い段階から試行的にやっていくというようなことをぜひお願いできたらな

と思います。 

 そうすると、どこかでそういうイベントがやっているということを、ほかの自治体も聞

くと、多分、うちの自治体でもやってみようかなというようなことが順次起こっていくの

ではないかなと。そうすると、比較的早い段階でたくさんの番号カードが出ていくのでは

ないかなと思いますので、ぜひそういうようなことをご検討いただきたいなと思います。 

【安田座長】  ありがとうございます。 

 これに対して、ご返事はなくてもいいかなという。どうぞ。 

【上仮屋室長】  まさに今のは、大変貴重なご提案をいただいたと思っております。実

現するような方向で、政令の施行期日など、その１０月５日にしていけば、申請依頼上も

できますので、その方向で検討を進めて、先進的な自治体と組ませていただいて、全国に

波及できるように取り組んでいきたいと思っております。ありがとうございます。 

【安田座長】  どうぞ。 
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【宇賀座長代理】  資料３、住民基本台帳法に本人確認情報の開示状況については、別

紙２のとおりということでお示しいただいたんですけれども。いわゆるアクセスログの部

分は、住民基本台帳法ではなくて、各都道府県の個人情報保護条例に基づく開示請求とい

うことになっていると思うんですが、その開示請求の状況については、各都道府県の問題

なので、総務省のほうでは把握はされておられないでしょうか。もしおられないのであれ

ば、結構ですが。 

【篠原課長】  先生ご指摘のとおり、アクセスログについては、個人情報ということで、

むしろ県・市町村の個人情報保護条例になると思いますが、そこのところはデータをとっ

ておりませんので、そこら辺はまた検討してまいりたいと思います。 

【宇賀座長代理】  はい。 

【安田座長】  皆さん、若干の不安と大変な喜びとを持っていると思うんですが、私の

ほうから３つ申し上げたいと思います。２つは、後で文書でお答えをいただきたい。１つ

は、コメントですね。 

 ２つというのは、１１ページです。マイナンバー施行で、いろいろとあって、随分心配

しているんですけど、政府の皆さんは全然心配していないなというのが本音なんですね。

なぜかというのは、今日よくわかりました。この１１ページ目の一番重要なところは、署

名検証者のところですね。この署名検証者は全ての情報を持っていて、かつ、勝手にオー

ケーを言える状況ですね。もしここが乗っ取られると、全ての情報が漏れてしまうという

ことがあると思う。ですから、この署名検証者って免許制ですか、それとも、勝手にやれ

るんですか。そこのところ、もし勝手にやれるということなら、国が責任をそっちに押し

つけて、我々は知らんと、国は責任ないよと言っているに等しいんですね。免許制にする

としたら、どういう免許を与えるか、なぜ免許を与えるかという、その責任的な課題を持

たなければいけないですね。どういう条件なら許すかという。そこが、少なくとも法律に

は明快にされていない。ですから、そこのところが１つの大きな問題だと思っています。 

 それから、もう一つは、この署名検証者、何か起こったら、どういう罰則があるんです

かという問題です。私に言わせれば、１つでも情報漏えいが起こったら、１件１億円ぐら

い罰金を取れと。それでもやるのなら、多分、ものすごく安全だと、システムを持ってい

るはずですよね。そうでなくて、そういう状態ならやれないということは、たとえ国が自

分でやると言ってもできないということです。その辺の免許制かどうか、免許をどうやっ

て与えるのか、どういう罰則があるのかということについては、ぜひ、こういうふうにな
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っているということを後でお答えいただきたいと思います。 

 それから、最後、この制度の一番大きなポイントは、個人番号を全員に与えるという、

ここが一番大きなメリットなんです。住民基本台帳カードのときも、それはそれであった

はずですよ。しかも、そういう大きなことを考えながら、残念ながら、大きくは普及しな

かったという問題がある。実は、これは法律でもうやるんですから。私自身は、日本国民

は、決して個人番号、全員番号を好きではない、それははっきりしているので、逆に言う

と、最後のページの広報ですけど、左の大きなポスターは大いに結構だと思います。個人

番号カードがあって、ただでくれるよ。住民基本台帳カードは５００円取られましたから、

そういう意味では、全然違うから、すごいメリットだというふうに皆さん思う。右側の、

こんなに便利というところは、説明すればするほど、安全でないなという議論が出てくる

可能性が強いんです。皆さんは、多分、技術的に見て、完全に無欠だということはお答え

にならないと思うんです。あのときも随分論争があって、ついに我々は完全無欠であると

いう答えをせざるを得なくなったんですけど。それで、運用によって完全無欠ですという

ことを申し上げて、その当時は、いろんなことがあって、そういうことをやればうまくい

くかなということを思った人もいる。だけど、今は、どんなに頑張っても、運用でもそれ

は無理だということをもう結論づけておられる。ですから、説明すればするほど、安全で

どうなっているという疑問が来て、それで、説明ができないという状況に陥る可能性があ

ると私は思っています。 

 ですから、今やらなければいけないことは、とにかく発行ということを定着させること

だと。しかも、最初は仮番号ですから、とにかく発行しちまう。いや、そうなると。とい

うことに徹するとすれば、広報というのを左側だけでどんどん進めていただくと、これは、

こんなことを言ったなんていうと怒られちゃいますけど、議事録だけにとどめていただき

たいんですけど、お答えいただきたいと思います。というふうに考えていると。ですから、

この辺はぜひさじ加減でうまく皆さんに納得いくように広報していただきたいと思ってい

ます。 

 もう一つの免許制はどうか、罰金はどうかということについては、別途お答えいただけ

ればと思います。法律上、何か書いてあるということであれば大変結構なんですけどね。 

 それでは、これは後でお答えいただければ結構なんで、ほかに、どうしても何か。どう

ぞ。 

【松尾委員】  今のお話と全く同じお話なのかもしれませんけれども、資料２の１ペー
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ジ目の個人番号カードのところのご説明で、個人番号カードは、本人確認や番号確認のた

めに利用、その後、申請により、顔写真付きカードをお渡ししますということを来年の１

月からというように言われたと思うんですけれども、どうして顔付き写真の付いたカード

を、個人番号カードを皆さんにお配りしますよというふうにおっしゃらないのかなという

のを、先ほどの写真を撮るイベントをやればできるんじゃないですかといろいろおっしゃ

っているんだけど、その辺の理由というんですか、１月１日に間に合わないから、申請し

た方だけ渡せばいいんじゃないというふうにされているのか、その辺を教えていただきた

いなと思います。理想は、皆さんに顔付き写真の個人カードを行き渡されることだという

ふうに、皆さん認識されているんだけど、どうしてそういうように今されているんですか

という。 

【安田座長】  それでは、これも委員に対して文書でお答えいただけます？ 

【上仮屋室長】  わかりました。 

【安田座長】  ほかに何か、これはどうしても答えが欲しいというのはありますか。そ

うしたら、みんな文書で返す。ここだけでいいですよ。外に出す必要はありません。先ほ

どの私の分も同じです。よろしいでしょうか。 

 相当難しい内容なんで、ちょっと時間が足らなくて申しわけないんですけど、それでは、

今日はこれで終わらせていただきたいと思います。 

 事務局のほうから何か。 

【内海専門官】  次回以降の調査委員会の開催につきましては、番号制度の準備状況等

も踏まえまして、必要に応じてまたご案内させていただきますので、どうぞよろしくお願

いいたします。 

【安田座長】  それでは、終了とさせていただきます。どうもありがとうございました。 

 

 


